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2018 年度（平成 30 年度） 

2018 年度（平成 30 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

福島県における再生可能エネ
ルギーの導入促進のための支
援事業 ～ガス化発電による
森林バイオマス地産地消シス
テムの実用化研究～（福島県） 

福島県内の森林資源を基にした木質ペレットのガス化・発
電システムを構築します。本年度は設備の試運転を実施し、
ガス化発電装置の運転に関わる基本的な情報を得ました。
また、自動車用のエンジンをベースとした発電用のエンジ
ンを開発した。開発したエンジンへのガス化ガス供給を行
いエンジンが正常に稼動することを確認しました。 

H30.4～H31.2 

地域ポイントサービスの自治
体向け営業活動（某社） 

ブロックチェーンを用いた地域ポイントサービスについて
具体的なビジネスモデルを検討しました。特定の自治体に
対してヒアリング等を行い、自治体におけるブロックチェ
ーンの利活用ニーズについて整理・分析しました。 

H30.4～H31.2 

海洋再生可能エネルギーの推
進に資する撤去可能なテーパ
ー型基礎杭と施工法の開発 
（環境省） 

洋上風力発電のさらなる大型化を目指した撤去可能なテー
パー型基礎杭とその施工法を開発します。今年度は陸上試
験用試験杭を用い、テーパー杭とストレート杭の打込み、
引抜き特性および支持特性を計測し、これらのテーパー杭
を利用する事による省エネルギー、省 CO2 の可能性を検討
しました。 

H30.4～R1.5 

沿岸域における次世代型波力
発電システムの技術開発・実証
事業（某社） 

茨城県大洗港をフィールドとして、沿岸型波力発電システ
ムの開発を実施し、その商用機としての基本性能および事
業性・経済性の評価、検討を行いました。また、発電装置
の検査、試運転を通じた実運用を行い、商用モデル（定格
50kW）として性能評価を実施しました。 
本開発の特徴である機械的同調制御による性能向上につい
て実測を行いました。 

H30.4～H31.3 

沿岸域における次世代型波力
発電システムのメンテナンス
および設置候補地点の調査・検
討業務（某社） 

波力装置の設置候補場所について、愛知県内の漁港（赤羽
根漁港）および福島県の港湾（中之作港）を対象として設
置条件や設置環境について分析を行いました。また、併せ
てシステムのメンテナンスに関わる留意事項について、検
討しました。 

H30.6～R1.5 

波力システムの普及等に関す
る調査検討業務（某社） 

沿岸型波力発電システムの国内における設置条件を検討
し、代表的な港湾における設置企画案を検討しました。ま
た、将来的な普及に対する検討（コスト分析・量産化の可
能性）を行いました。 

H30.7～Ｈ31.1 

海洋エネルギーの利用に関わ
る モノパイルの施工に関する
検討（某社） 

波力発電および洋上風力発電など海洋エネルギーの開発に
用いられる大口径モノパイルの施工に関する国際動向につ
いて調査しました。 

H30.7～Ｈ30.8 

海洋エネルギーの利用に関わ
る電気設備の技術基準および
最新動向に関する調査（某社） 

海洋エネルギーの利用に関わる電気設備の技術基準および
最新動向に関する調査を行いました。また、海洋エネルギ
ーを用いた発電技術に関わる国際規格および我が国の対応
について調査を行いました。 

H30.7～Ｈ31.2 

波力発電の実用化・事業化に向
けた地方自治体へのヒアリン
グ、適地選定調査（某社） 

次世代型波力発電システムの経済性・普及に関わる検討お
よび、波力発電の実用化・事業化に向けた地方自治体への
ヒアリング、適地選定調査を行いました。 

H30.9～Ｈ31.2 

「SIP スマート物流サービス」
管理法人知的財産管理支援業
務（国立研究開発法人 海上・
港湾・航空技術研究所 港湾空
港技術研究所） 

当該 SIP スマート物流サービス研究開発事業における知的
財産に関する管理業務のためのマニュアルを作成し、国内
の各公的研究機関で実施している知財管理の実態と対応策
についてまとめました。 

H31.1～H31.3 

原子力技術開発・人材育成に係
る課題調査（某社） 

原子力への社会的要請、研究開発・人材育成事業に係る調
査を行いました。特に原子力に関わる革新的技術開発の実
施事例および国内の関連施設の運用実態に関わる調査を行
いました。 

H31.1～H31.3 

「海洋プラスチック問題の現
状と課題」に係る調査 
（日本機械輸出組合） 

海洋プラスチックよる海洋汚染の現状と、それに対する各
国の取り組みを整理しました。また、技術的な対策の可能
性とビジネスとしての展開可能性を評価・検討しました。 
 

H31.2～H31.3 

../../Uei-009/Desktop/HPnewdesign/index.html


                       更新日：2019 年 8 月 21 日 

2 

 

2018 年度（平成 30 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

機械部品およびセンサー部品
等に関する調査・検討（某社） 

発電機・発電機構および現地設置の高度化に関わる知見を
整理するとともに、機械部品及びセンサー部品等に関する
技術動向調査・検討を行いました。 

H31.3～R1.5 

北海道需要調査（某社） 
２つの工業団地を取り上げ、化石燃料の使用実態を整理し、
天然ガス導管の需要拡大、導管ガスへの転換の可能性につ
いて評価・検討しました。 

H31.3～H31.6 

蓄電池によるマイクログリッ
ド構築に関わるマスタープラ
ン作成事業（某社） 

太陽光発電およびバイオマス発電等を安定的に活用するた
めに域内での電力融通を行い、蓄電池による充放電を行う
システムを構築しました。従来の電力需要データに基づき、
再エネ電力出力とのマッチングの可能性について分析しま
した。 

H31.3～R1.8 
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2017 年度（平成 29 年度） 

2017 年度（平成 29 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

沿岸域における次世代型波力
発電システムの技術開発・実証
事業（某社） 

茨城県大洗港をフィールドとして、沿岸型波力発電システ
ムの開発を実施し、その商用機としての基本性能の目標お
よび事業性・経済性の評価、検討を行いました。今年度は
技術開発の 2 年目として、詳細設計を完了し、実証機の製
造・設置を行いました。 

H29.6～H30.3 

沿岸型波力発電の経済性、普及
可能性、コストダウン等に関す
る検討（某社） 

沿岸型波力発電の基本仕様および各部品・設置工事などの
コストデータを基に量産した際のコスト低減可能性を評価
しました。また、量産時における規格・標準化の可能性に
ついても検討を行いました。さらに、本システムの今後の
普及可能性を検討するため、福島県中之作港を想定し数値
解析による波パワー評価を行いました。 

H29.4～H29.12 

Smart City Annual Report, 
Guidelines の作成支援 
（一般社団法人海外環境協力
センター） 

アジアの環境未来都市プログラムの対象となる都市を想定
し、アジア開発銀行が編纂する「ADB スマートシティー
年次報告書」および「スマートシティー」ガイドライン編
纂に関するコンサルテーションを実施しました。 

H29.4～H29.６ 

福島県における再生可能エネ
ルギーの導入促進のための支
援事業 ～ガス化発電による
森林バイオマス地産地消シス
テムの実用化研究～（福島県） 

福島県内の森林資源を基にした木質ペレットをガス化し、
自動車用のエンジンをベースとした小型コジェネレーショ
ンシステムの開発を行いました。3 年計画のうち 1 年目で
ある本年度は、ディーゼルエンジンをベースとしたコジェ
ネレーションシステムの基本設計・詳細設計を完了し、設
備設置を行いました。また、本事業の経済性など事業展開
の見通しなどについて検討を行いました。 

H29.6～H30.2 

波力発電システムの付属品・可
動ローラーの標準化調査（某
社） 

開発中の沿岸型波力発電装置のメンテナンスコストを低減
するため、付属品及び可動ローラーの基本仕様について検
討を行い、詳細図作成、付属品・可動ローラー、ピンラッ
ク、その他各種部品等の標準化検討を行いました。 

H29.8～H30.2 

次世代波力発電の試験機開発
の知見を活かした国内他地域
への普及可能性に関する検討
（某社） 

平成 25 年度から 3 か年間実施した試験機開発による研究
成果を踏まえ、官公庁、地方公共団体および企業に対して
当該波力発電技術の特徴を説明し、理解に資する総括資料
を作成しました。また、愛知県内の港湾を想定した事業 FS
を実施し、特定地域を想定した事業化検討を行いました。 

H29.8～H30.2 

次世代波力発電の現地施工に
関する検討業務（低コスト化に
配慮した施工法の実用化およ
び事業化に関する調査・検討）
（某社） 

茨城県大洗港で実施中の次世代波力発電の施工技術に関す
る現状を取りまとめ、事業終了後の撤去に関わる技術検討
を行いました。また、低コスト・省エネルギーでの引抜き
技術の可能性と展望を整理しました。 

H30.１～H30.2 

福島県における沿岸型波力発
電の事業化のための企業調査
及び波況調査（某社） 

新エネルギーの導入・普及に熱心な福島県沿岸域への次世
代型波力発電の導入を想定した基礎調査を実施しました。
本設備の製造および現地施工について地元福島県内の企業
にヒアリングを行い、地産地消の可能性を検討しました。
また、福島県内における波力発電事業の FS を実施するに
あたりシミュレーションによる波況調査を実施し、現地調
査を行いました。 

H29.9～H30.2 

水素・燃料電池システムの事業
構築に関わるコンサルティン
グ（某社） 

新たに開発された業務用燃料電池システムの導入・普及を
促進するための市場開拓に関するコンサルテ―ションを行
いました。また、本システムを用いた社会実証事業につい
て事業構想を確立し、地方公共団体、導入事業者、水素エ
ネルギー関連事業者、電気事業者との調整を行いました。
また、事業モデルの実効性を証明するための社会実証事業
の企画書作成を行いました。 

H29.9～H30.3 

平成 29 年度 愛知県における
水素の利活用に関する事業モ
デル調査（愛知県） 

愛知県内港湾地域等において水素を利活用するための調
査・分析を行いました。また、その結果を踏まえた事業モ
デルの提案・水素ステーションビジネスへの参入モデルを
検討し、具体の事業モデルを提案しました。 

H29.9～H30.1 

引き抜き・現状復旧可能なモノ
パイル施工技術開発に対する

洋上風力発電設備の大型化を踏まえ、事業終了後に求めら
れる設備の現状復旧の技術開発について検討を行いまし

H29.9～H29.10 
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2017 年度（平成 29 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

コンサルテーション（某社） た。モノパイルの設計技術および施工技術について、国内
技術による現状復旧を目指した開発方針を策定し、実現に
向けたコンサルテーションを実施しました。 

フォークリフトの導入・利用実
態調査（某ガス会社） 

国内外でのフォークリフトの導入・普及に関して燃料を取
り巻く事業環境と今後のフォークリフトマーケットの動向
について調査を行いました。また、多様なユーザーによる
目的別燃料選択の現状と水素・燃料電池フォークリフトの
普及可能性と課題について分析しました。 

H29.12～H30.3 

海洋再生可能エネルギーの推
進に資する撤去可能なテーパ
ー型基礎杭と施工法の開発 
（環境省） 

洋上風力発電の大型化を踏まえて、従来の撤去工法では困
難とされた大口径基礎杭の完全撤去を容易とするテーパー
杭工法の開発を行いました。また、引抜き可能な基礎杭の
市場性、省エネルギー性、低炭素性などについてテーパー
杭工法の特徴を整理・分析しました。本事業は平成 29 年
度から 3 ヶ年行います。平成２９年度は、テーパー杭の基
礎特性を把握するための室内試験を中心とした技術検討を
行いました。 

H29.12～H30.3 

立地地域・固有情報調査（某社） 

国内に立地する商業軽水炉に関して、使用されている素材
の産地などを整理し、データベース化を図りました。可能
な範囲で事業者からの情報開示を受けると共に、文献調査
などを通じて、個別の軽水炉に固有な素材データを取得・
整理しました。また、コンクリートの長期健全性評価の指
標や判断基準を整理しました。 

H30.1～H30.2 
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2016 年度（平成 28 年度） 

2016 年度（平成 28 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

原子力技術に関する研究成果
の取りまとめと活用検討に係
る支援（某社） 

原子力技術（特に廃炉関連技術）の開発方針、実用化方針
に関し、社会・経済的な側面を加味した検討を行いました。
このような複雑系課題に対する取り組み方針や取り組み事
例を整理分析し、廃炉の技術の開発や実用化のシナリオと
共に、技術的波及の可能性について分析を行いました。 

H28.4～H28.６ 

東京港Ｙ２ターミナル事業計
画策定業務（某社） 

中央防波堤外側Ｙ２ターミナルの整備事業においてエネル
ギー消費効率が高く、環境性能にすぐれた荷役機器の導入
を実現すると共に、省エネルギーを実現するためのエネル
ギーマネジメントに関する事業計画の策定を行いました。
また国の補助事業への申請作業を行いました。 

H28.4～H28.6 

波力発電における経済性、普及
可能性、コストダウン等に関す
る検討（某社） 

大洗港において実施している開発中の波力発電技術に関し
て、波パワーから見た沿岸型波力発電装置の適地選定、将
来に向けた普及案についてとりまとめました。 

～H29.1 

鹿島臨海工業地帯電気料金低
減シミュレーション業務 
（茨城県） 

鹿島臨海工業地帯における共同発電事業者の電力供給事業
につき、発電コスト低減の観点からコスト構成を分析する
と共に、運用上の課題等について整理し、発電コストの削
減策などを提言しました。 

H28.9～H29.2 

沿岸型波力発電の現地施工
性・メンテナンス性向上等に関
する報告書作成（某社） 

大洗港において実施している沿岸型波力発電装置開発の現
地施工性・メンテナンス性向上、経済性についてアンケー
ト調査により現状と見通しを評価しました。特に、発電装
置を構成する各部材ごとの量産効果とメンテナンス性向上
に関わる技術分析を行いました。 

H28.6～H28.8 

波力発電の実用化に向けた市
場調査と標準化（環境省、某社） 

沿岸型波力発電装置の実用化に向けた市場調査、標準化検
討を行いました。また、経済性の指標となる設備単価およ
び発電単価を概算し、事業性（IRR）についても分析を実施
し、40 円/ｋWh を実現するための課題を整理しました。 

H28.９ 

沿岸型波力発電／構造体・可動
部の高度化及び標準化に関す
る業務（某社） 

沿岸型波力発電の事業化において最も重要な構造体・可動
部に関する技術検討を実施しました。今後の量産・普及を
想定し、標準化手法に関する文献調査及び基本方針の整理、
機器改善に関する調査・検討を行いました。また、構造体、
可動部などに関する標準化案を作成しました。 

H28.6～H29.9 

沿岸型波力発電／構造体・可動
部などに関するメンテナス性
の検討（某社） 

沿岸型波力発電／構造体・可動部に関するメンテナンス性に
関する調査・検討、他社製品、海外製品、他の海洋デバイ
ス等メンテナンス手法等に関する調査・検討を行いました。
また、電気チェーンブロックを用いたメンテナンス要領の
検討、メンテナンス性向上についての検討を行いました。 

H28.10～H29.2 

愛知県における水素の利活用
の在り方に関する事業可能性
調査(愛知県) 

愛知県内の水素関連産業の特徴を踏まえ、水素の製造、流
通、利用など水素サプラインチェーンの各段階における諸
課題を整理しました。また、各企業が供給可能な副生水素
の量についてヒアリング調査などを元に概算評価を実施し
ました。これらをもとに愛知県が掲げる「水素社会」の構
築に向けて解決すべき課題を明確にし、再生可能エネルギ
ー等を活用したビジネスモデルを提案しました。 

H28.11～H29.3 

ブロックチェーン技術による
コンテナターミナルの効率的
運用および電動車両の充電ス
タンドの管理・運用に関わる 
コンサルテーション（某社） 

ブロックチェーンによる大規模データの管理・運用システ
ムの応用先としてコンテナターミナルにおける荷役管理シ
ステムを検討した。また、もう一つの応用先として今後普
及が見込まれる充電インフラの充電費用の管理・決済シス
テムへのブロックチェーン技術の応用可能性について具体
のエリア・フィールドを想定した FS を実施しました。 

H28.11～H29.3 

引き抜き・原状回復可能なモノ
パイル施工技術開発に対する
コンサルテーション（某社） 

洋上風力発電設備の大型化を踏まえ、事業終了後に求めら
れる設備の現状復旧の技術開発について検討を行いまし
た。大規模な洋上風力発電設備（モノパイル）の引き抜き
は今後大きな市場になるものと予想され、国内技術での現
況復旧を目指した開発方針を策定し、開発に向けた公的資
金獲得に向けたコンサルテーションを実施しました。 

H29.1～H29.5 
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2016 年度（平成 28 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

Smart City Annual Report, 
Guidelines の作成支援 
（一般社団法人海外環境協力
センター） 

アジアの環境未来都市プログラムの対象となる都市を想定
し、アジア開発銀行が編纂する「ADB スマートシティー
年次報告書」および「スマートシティー」ガイドライン編
纂に関するコンサルテーションを実施しました。 

H29.3 
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2015 年度（平成 27 年度） 

2015 年度（平成 27 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

横浜港スマートポート化方策
の検討基礎業務（その２） 
（日本港湾協会） 

横浜港の中で特に貨物・船舶・倉庫が集中している本牧地
区においてコンテナターミナルにおける電力効率化方策、
港湾におけるエネルギーシステム（スマート化）に関する
基礎検討を行いました。 

H27.3 

東京港中央防波堤外側Ｙ２タ
ーミナル整備に向けたコンサ
ルティング業務 
（某社） 

中央防波堤外側 Y2 ターミナルの整備事業においてエネル
ギー消費効率が高く、環境性能がすぐれ、緊急時・災害時
にも対応可能な設備の導入について、基礎的検討を行った。
また、荷役機器及びターミナル全体を対象とした合理的な
運用、脱軽油、電力消費の削減を実現しうる先進的な取り
組みを検討し、構想の具体化案を作成しました。 

H27.4～H27.9 

福島原発廃炉対策に係る国内
外情報発信等に関する支援業
務 
（某社） 

福島第一原子力発電所の廃炉対策に係る取り組みの状況や
成果等を情報発信していくための基礎資料を作成した。ま
た、情報発信のあり方について検討しました。 

H27.4～H27.5 

東北地方の港湾等における波
力発電事業化検討 
＜フェイズ４＞ 
（某社） 

波力発電装置【沿岸型】を東北地方や独立電源の必要な離
島において普及させるための調査・検討を行った。また、
茨城県内の特定港湾を対象とした基礎的検討を行いまし
た。 

H27.4～H27.5 

いばらき水素戦略策定調査事
業 
（茨城県） 

水素を取り巻く情勢や、国の政策の動向、本県の現状と課
題等を踏まえ、今後の茨城県の水素関係施策の方向性を示
す戦略を策定した。水素戦略草案の検討、委員会による検
討結果の集約などを行いました。 

H27.7～H28.3 

波力発電設備実証システムの
基本設計に関する業務 
（環境省、某社） 

環境省の「小型で効率的な波力発電システムに関わる技術
開発・実証事業（副題：大洗港における技術実証）」の「波
力発電設備実証システムの基本設計」業務のために、波力
発電に関心のある官公庁や自治体等にヒアリングして、商
業機の市場、基本仕様、普及方法等を報告書としてまとめ
ました。 

H27.6～H27.7 

名古屋港における水素の賦存
量及び利活用に関する事業可
能性調査 
（愛知県） 

名古屋港周辺に立地する工場群における水素の賦存量や利
用状況について調査・分析した。愛知県の水素関連事業の
拡大、ポテンシャルを把握するとともに、愛知県の特徴を
活かしたモデル事業について可能性調査を行いました。 

H27.7～H28.1 

東北地方の港湾等における波
力発電事業化検討（その１） 
（某社） 

沿岸型波力発電装置を東北地方の港湾等に普及させるため
の調査・検討を行いました。 

H27.9 

関東及び東海地区の港湾等に
おける波力発電事業化検討 
（その１）（某社） 

波力発電装置を関東及び東海地区の港湾及び漁港等に普及
させるための調査・検討を行いました。 

H27.9～
H27.10 

関東及び東海地区の港湾等に
おける波力発電事業化検討 
（その 2） 
（某社） 

波力発電装置を関東及び東海地区の港湾及び漁港等に普及
させるための調査・検討を行いました。 
なお、特定の港湾を想定した現場視察等も行いました。 

H27.11 

関東及び東海地区の港湾等に
おける波力発電事業化検討 
（その３）（某社） 

波力発電装置を関東及び東海地区の港湾及び漁港等に普及
させるための調査・検討を行いました。 
なお、特定の港湾を想定した現場視察等も行いました。 

H27.12～
H28.1 

関東及び東海地区の港湾等に
おける波力発電事業化検討 
（その 4）（某社） 

波力発電装置を関東及び東海地区の港湾及び漁港等に普及
させるための調査・検討を行いました。 
なお、特定の港湾を想定した現場視察等も行いました。 

H27.12～
H28.1 

波力発電【沿岸型】の実証研究
における経済性・普及に関わる
検討・分析等に関する事業 
（環境省、某社） 

環境省の「小型で高効率な波力発電システムに関わる技術
開発・実証事業（副題：大洗港における技術実証）」にお
いて、経済性・普及に関わる検討・分析、CO2 削減効果の
評価・分析を行った。また、波力発電による港湾設備への
電力供給に関する事業性評価を行いました。 

H27.10～
H28.2 
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2015 年度（平成 27 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

新エネルギーを活用した自立
型水素燃料供給事業に関わる
コンサルテーション 
（某社） 

福島県郡山市を中心として東北地域に普及可能な地産地消
型のクリーン水素（新エネルギーによる水素）の供給事業
について、官民共同で実施可能な事業モデルを検討し、事
業構想を具体化しました。 

H27.9～H28.3 

豊浜漁港地域における波力エ
ネルギー及び水素の利活用に
関する基礎調査 
（愛知県） 

愛知県豊浜漁港を想定して、海の波力からえた電力を、近
隣の電力需要地で活用し、その電力余剰分を水素に転換し
て貯蔵・利用する事業モデルの構築に向けて基礎的な調査
を行いました。 

H27.12～
H28.1 

波力発電（沿岸型）の事業化に
向けた F/S 事業 
（某社） 

商業機を見据えた波力発電装置の高容量化、高効率化（製
造コスト削減）の検討、ユーザーが利用しやすいメンテナ
ンスしやすい発電機構及びシステムの検討などを行いまし
た。 

H27.11～
H28.3 

エネファーム導入に関する調
査 
（某ガス会社） 

関東の特定の地区を想定したエネファーム導入実績、設置
理由・満足度、普及理由、ニーズ等の調査をアンケート、
ヒアリング形式で行いました。 

H28.1～H28.3 

横浜港コンテナターミナル電
力効率化方策に係るデータ整
理業務 
（日本港湾協会） 

横浜港における特定のコンテナターミナルを想定して、電
力効率化方策を検した。特に、リーファー電源、ガントリ
ークレーン電源について計測データを入手し、これらにつ
いて分析・評価を行いました。 

H28.1 

次世代エネルギーを活用した
地域エネルギーシステムの構
築事業に関わるコンサルテー
ション（某社） 

福島県内の特定のエリアを想定したクリーン水素生産・利
活用に関わる事業モデルを構築する。また、名古屋港鍋田
埠頭を想定した水素利活用モデルについて検討を行いまし
た。 

H28.3 

沿岸型活用発電の事業化に向
けた環境省への企画・提案書作
成業務（某社） 

環境省事業にて開発してきた波力発電装置【沿岸型】につ
いて、さらに開発を進め、事業化を推進するための国への
企画・提案書を作成しました。 

H28.2～H28.3 

新エネルギーを活用した水素
燃料の導入に関わる研究会運
営及び公的支援申請書類の作
成等業務（某社） 

福島県内における新エネルギーを活用した水素燃料の導入
に関わる研究会を運営し、また、関係各機関、行政との連
携を保ち、各種調整を行いました。 

H28.2～H28.6 
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2014 年度（平成 26 年度） 

2014 年度（平成 26 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

港湾における波力発電事業化
に関わるＦＳ調査事業（小型で
高効率な波力発電システムの
経済性・普及可能性検討） 
（某メーカー2 社による共同
発注） 

茨城県大洗町にて実証している沿岸型波力発電装置の紹
介・実証事業の概要説明と共に、今後の導入普及を想定し
た事業性・経済性に関わる見通しを概算評価し、多様な導
入事業モデルについて言及しました。 

H26.4-H26.11 

東北地方の港湾等における波
力発電事業化検討 
＜フェイズ 1～3＞ 
（某社） 

沿岸型波力発電の国内・東北地方への設置可能性について
評価検討を行った。特に離島・遠隔地における独立電源と
しての利用・導入可能性について検討を行いました。 

H27.1-H27.3 

平成26年度CO2排出削減対
策強化誘導型技術開発・実証事
業 再生可能エネルギー・自立
分散型エネルギー低炭素化技
術開発分野 小型で高効率な
波力発電システムに関わる技
術開発・実証事業（副題：大洗
港における技術実証） 
（環境省・某社） 

沿岸型波力発電の技術実証事業について専門家・関係者に
よる委員会を構成しつつ、その事業実施方針を検討すると
共に経済性・環境性など事業性について評価検討を実施し
た。また、地域社会との共存・連携の可能性について評価・ 
検討を行いました。 

H26.7-H27.3 

平成 26 年度災害等非常時に
も効果的な港湾地域低炭素化
推進事業（名古屋港鍋田ふ頭に
おける災害対応型ターミナル
低炭素化実証事業） 
（環境省・国土交通省・某社） 

愛知県名古屋港鍋田ふ頭をフィールドとして港湾地域の低
炭素化推進事業を実施しました。本事業は平成 24 年度か
ら 3 カ年の事業であり、Ｈ26 年度は最終年次であり、実
際のコンテナターミナルにおいて本事業で設置した電源設
備について災害時を想定した運用を実施し、計画通りの事
業が完了した事を確認すると共に本事業の実施による
CO2 排出削減量、軽油消費削減量など環境性についても概
算評価を行いました。 

H26.4-H27.3 

平成 26 年度名古屋港鍋田ふ
頭における災害対応型ターミ
ナル低炭素化実証事業 
（某社） 

愛知県名古屋港鍋田ふ頭をフィールドとした低炭素化推進
事業を実施するに当たり、有識者、地元関係者、事業者、
関連する地方公共団体などにより構成される検討委員会を
運営すると共に、本事業の客観的な事業評価について支援
を実施しました。 

H26.11-H27.2 

FCフォークリフト導入実証事
業に関わるコンサルテーショ
ン 
（某社） 

燃料電池フォークリフトの導入・普及可能性について特定
のエリアを想定したＦＳ事業をフォークリフトメーカー、
自動車メーカーと実施した。特に倉庫、冷蔵倉庫における
燃料電池フォークリフトの導入事業について検討を行いま
した。 

H26.5-H26-9 

再生可能エネルギーの導入に
向けた海外電力貯蔵ビジネス
の展望調査 
（日本機械輸出組合） 

再生可能エネルギーの導入・普及を想定したエネルギー貯
蔵技術の現状と事業化の展望を行った。特に蓄電池など、
電力貯蔵技術を中心とした諸外国での事業実態を整理し、
国内企業の海外事業展開に向けた基礎的情報を整理しまし
た。 

H26.8-H27.3 

高速道路と地域活性化 
～ジャパンスタジオシティ構
想の提案～ 
（名城大学） 

映画産業の活性化を推進するための事業展開の方向性につ
いて検討し、「ジャパンスタジオシティー構想」として取
りまとめた。特に、映画撮影に伴う地域産業との連携、高
速道路など道路インフラの活用・必要性について取りまと
めました。 

H26.8-H26.11 

平成２６年度横浜港電力効率
化方策検討業務 
（国土交通省関東地方整備局 
(公社)日本港湾協会） 

横浜港の特定のコンテナターミナルにおける電力消費実態
を計測し、クレーンによる電力負荷ピークの発生実態、冷
蔵コンテナの稼働に伴う電力負荷パターンなどの実測デー
タをもとに、コンテナターミナルのスマート化について評
価・検討を行いました。 

H26.11-H27.3 
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2013 年度（平成 25 年度） 

2013 年度（平成 25 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

波力発電【沿岸型】の実証及び
普及に伴う調査・検討業務 
＜その１＞ 
（某社） 

波力発電装置【沿岸型】の実証及び普及に適した地域の選
定に関わる調査・検討を行いました。選定した地域におけ
るビジネスモデルについて、洋上風力発電とのハイブリッ
ド方式や他の港湾設備との併設の可能性に関する検討を行
いました。また、当該波力発電の事業化に関して発電事業
者に対するヒアリングなどを行いました。 

H25.5-H25.9 

波力発電【系統連系型】等のビ
ジネスモデル調査・検討業務 
＜フェイズ２＞ 
（某社） 

波力発電装置の設置に関して、系統連系を前提としたビジ
ネスモデルおよび連系のための要件などを整理しました。
将来的には固定価格買い取り制度を視野にいれた波力発電
電力のビジネスモデルの可能性を評価しました。また、各
電力会社の離島など電力コストが高い地域の電力コストの
実態について調査・評価をおこないました。 

H25.5-H25.9 

遠隔地を対象とした分散型エ
ネルギーシステムの市場調査 
（日本機械輸出組合） 

分散電源の普及と海外展開の促進において、遠隔地にスポ
ットを当てて、海外での導入事例と課題を整理しました。
今後我が国の企業が分散型エネルギーを海外の遠隔地に輸
出する事を想定した基礎的な調査を行いました。特に高山、
離島、砂漠、熱帯などの遠隔地での分散型エネルギーシス
テム導入の意義とビジネスモデルについても検討を行いま
した。 

H25.8-H26.1 

波力発電【沿岸型】の実証及び
普及に伴う調査・検討業務 
＜その２＞ 
（某社） 

沿岸型波力発電導入に関わるプロジェクトの第二段階とし
て、着床式洋上風力発電との併合タイプの普及に伴う調
査・検討をはじめ、沿岸型波力発電システムの複数設置を
想定した設置要件、市場調査などを行いました。 

H25.8-H25.10 

平成 25 年度 災害等非常時
にも効果的な港湾地域低炭素
化推進事業 
（名古屋港鍋田ふ頭における
災害対応型ターミナル低炭素
化実証事業） 
（環境省、国土交通省、某社） 

愛知県名古屋港鍋田ふ頭をフィールドとして港湾地域の低
炭素化を促進し、災害等の非常時においても必要な機能や
安全性等を保持するため、港湾設備整備事業を実施しまし
た。当社は、本事業の基本計画、基本設計を担当すると共
に、事業評価などを実施しました。特に本年度は貨物ター
ミナルにおける新エネルギー導入と、緊急時にも稼働する
ガントリークレーンやハイブリッド型トランスファークレ
ーンの導入、緊急時の冷凍コンテナへの非常給電機能を有
するターミナル設備を構築しました。 
（平成 24 年度から平成 26 年度の３カ年事業です） 

H25.10-H26.3 

横浜港スマートポート事業マ
スタープラン策定業務 
（某社） 

昨年度検討した次世代型ターミナルの事業構想をベースと
し、エネルギー消費データに基づくスマートポート構想の
検討を行いました。横浜港は日本を代表する港であり、今
後の更なる物流の増加と低コスト化を目指して、ＢＣＰ対
策、省エネルギー対策から横浜港のターミナル間、ターミ
ナル内でのエネルギー融通、省エネルギー機器導入に関す
るコンサルテーションを行いました。 

H25.8-H25.12 
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2013 年度（平成 25 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

平成 25 年度 CO2 排出削減
対策強化誘導型技術開発・実証
事業 
再生可能エネルギー・自立分散
型エネルギー低炭素化技術開
発分野 
小型で高効率な波力発電シス
テムに関わる技術開発・実証事
業 
（副題：大洗港における技術実
証）（環境省・某社） 

茨城県大洗町にある大洗港をフィールドとした、海洋再生
可能エネルギーによる発電（波力発電）の技術実証計画を
策定し、沿岸域で活用可能な波力発電システムの基本設計
と技術実証に関わる基本計画を策定しました。特に港湾お
よびその周辺域の電力需要に対する、波力発電電力供給を
実現、実証するモデルを構築しました。特に当社は、上記
電気設備に関する基本設計と共に、地元関係者との調整を
行い、事業評価などを実施しました。 
（平成 25 年度から平成 27 年度の３カ年の事業です） 

H25.9-H26.2 

波力発電【沿岸型】の実証及び
普及に伴う調査・検討業務 
＜その３＞ 
（某社） 

沿岸型波力発電導入に関わるプロジェクトの第三段階とし
て、国プロに向けた基本計画の策定と、海洋、構造物の専
門家を交えた研究会による技術的検討を進め、当該技術の
将来性について検討をおこないました。 

H25.10-H26.2 

FCフォークリフト導入実証事
業に関わるコンサルテーショ
ン 
（某社） 

米国などで急速に進められている燃料電池フォークリフト
導入の検討に当たり、副生水素を活用し、水素の初期需要
を確立するための基礎調査を行いました。特に本年度は諸
外国で導入されているＦＣフォークリフトのメリットを中
心に検証しました。特に京浜臨海部における水素の地産地
消を推進し、働く車両での水素の初期需要拡大の可能性な
どについて評価を行いました。 

H25.12-H26.3 

県内水素・燃料電池関連産業の
実態把握等に係る調査 
（神奈川県） 
 

京浜臨海部を中心として、副生水素を供給する可能性のあ
る企業、水素を利用・消費している企業をはじめ、将来的
に水素の利用に関わり得る企業などを対象としたアンケー
ト・ヒアリング調査を実施し、県内の水素関連事業の実態
把握を行いました。合わせて、大学・研究機関を対象とし
たアンケート・ヒアリング調査を実施し、県内の研究機関、
大学などが保有する水素関連技術の実態を把握しました。
これらの開発動向を踏まえた、神奈川県の水素事業の推進
と新たな事業構築に向けたコンサルテーションを行うと共
に、基本的な考え方を構想として整理しました。 

H25.12-H26.3 

横浜港における電力多重化方
策検討 
（国土交通省 関東地方整備
局） 

横浜港のターミナルを中心としたエネルギー消費の合理
化・低炭素化を推進し、非常時、緊急時対策のためのエネ
ルギー多重化の在り方について検討を行ないました。特に
南本牧ふ頭、大黒ふ頭を想定しエネルギー消費実態を把握
し、スマートポートの実現に向けて必要なエネルギー機器
（新エネルギー、ガスタービン、蓄電池など）の選定、オ
ペレーションの想定を行い、経済性、緊急時の対応策など
について検討を行いました。 

H26.2-H26.2 

波力発電【沿岸型】の実証及び
普及に伴う調査・検討業務 
＜その４＞ 
（某社） 

波力発電装置【沿岸型】について、我が国やインドネシア
などの島国において導入・普及を想定し、現地大学、研究
機関との連携の在り方、事業化シナリオなどについて検討
を行いました。 

H26.2-H26.3 
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2012 年度（平成 24 年度） 

2012 年度（平成 24 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

平成 24 年度 水素インフ
ラ・燃料電池に関わるビジネス
のグローバル展開調査業務 
（日本機械輸出組合） 

水素ビジネスの世界的な現状を整理すると共に、これから
の水素エネルギー機器の導入に関わる情報を整理しまし
た。特に水素ビジネスのグローバル展開を推進するために
求められる要件と課題を中心に整理しました。主な項目は、
1)水素の利活用に関わる市場展望2)主要各国における水素
関連政策の現状 3)水素サプライチェーンにおける関連事業
の実態・国際市場に参入するための要件や課題の検討 4)我
が国企業のビジネスチャンスと海外展開の方向性、などで
す。これらを踏まえて、我が国の水素ビジネスの方向性に
ついて提言しました。 

H24.7-H25.1 

横浜港スマートポート構想事
業化検討（平成 24 年度） 
（某社） 

港湾ならびに港湾荷役業務を取巻く環境変化・経済情勢な
ど、近年事業環境が大きく変化しています。このような変
化の中で、港湾を対象としたエネルギー利用合理化（省エ
ネ）事業、発電・売電事業などが注目されています。これ
らの事業を具現化させることを目的とした調査を実施し、
構想を提示しました。 

H24.7-H25.3 

波力発電【沿岸型】のビジネス
モデル調査・検討業務 
（某社） 

某社が現在開発中の波力発電装置【沿岸型】※を、日本の
港湾及び海岸等に実際に設置することを念頭においたビジ
ネスモデルの調査および検討業務を行いました。 
※特徴：①海底及び護岸等に固定する方式のため、沖合
ではなく、比較的陸に近い海域（港湾・海岸等）に設置
できます。②造波消波理論等を使った高効率の波力発電
装置です。 

H24.8-H25.3 

青森県 原子力人材育成・研究
開発拠点計画の策定に向けた
調査検討委託事業 
（青森県） 

青森県では、原子力関連施設の立地ポテンシャルを活かし
た人材育成・研究開発を推進するため、「原子力人材育成・
研究開発センター（仮称）」の開設に向けた取り組みを進
めてきました。これまでの調査検討を踏まえた当該施設機
能、具体的活動、施設整備、管理運営に係る体系的で実効
性の高い拠点計画として「青森県原子力人材育成・研究開
発拠点計画」を策定しました。 

H24.9-H25.2 

波力発電【漁業協調型】等のビ
ジネスモデル調査・検討業務 
（某社） 

某社が現在開発中の波力発電装置【漁業協調型※】等を日
本の漁港、又は海外に実際に設置することを念頭においた
ビジネスモデルの調査および検討業務を行いました。 
※特徴：①漁業や漁港と協調できる小型の浮遊式発電ブ
イです。②ジャケット式防波堤、浮桟橋、生簀等の漁
港構造物と融合ができます。③造波消波理論等を使っ
た高効率の波力発電装置です。 

H24.11-H25.2 

蓄電池の二次利用に関わる市
場調査 
（某社） 

自動車用蓄電池の二次利用のマーケットを対象事業者（業
界）毎に定量的に評価しました。特に高圧Ａ（小規模工場）、
高圧業務用（小規模なスーパー、中小ビル）（ともに契約
電力 50ｋＷ以上 500ｋＷ未満）、また、コンビニエンス
ストアなどを対象とした低圧電力契約（おまとめプラン）
などの需要家を対象としてコスト削減効果の可能性を分析
すると共に、蓄電池の導入に係る市場（対象事業者、地域、
メリットなど）を具体的に評価しました。 

H25.1-H25.3 

波力発電の【海外市場】におけ
るビジネスモデル調査・検討業
務 
（某社） 

某社が開発中の波力発電装置を海外諸国の離島や沿岸部等 
（【区分１】：ベトナム、マレーシア、フィリピン、モザ
ンビーク、南アフリカ共和国及びナミビア【区分２】：オ
ーストラリア）に設置することを念頭においた波況、ビジ
ネスモデルの調査を行いました。 

H25.1-H25.3 
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2012 年度（平成 24 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

波力発電【系統連系型】等のビ
ジネスモデル 調査・検討業務 
（某社） 

某社が開発中の波力発電装置【系統連系型※】等を日本の
離島及び本土に実際に設置し、電力系統に連系することを
念頭においたビジネスモデルの調査および検討業務を行い
ました。 

H25.3-H25.3 

平成２４年度 災害等非常時
にも効果的な港湾地域低炭素
化推進事業委託業務 
（名古屋港鍋田ふ頭における 
災害対応型ターミナル低炭素
化実証事業） 
（国土交通省・環境省・某社） 
 

愛知県名古屋港鍋田ふ頭をフィールドとして港湾地域の低
炭素化を促進し、災害等の非常時においても必要な機能や
安全性等を保持するため、港湾設備整備事業を実施しまし
た。当社は、本事業の基本計画、基本設計を担当すると共
に、事業評価などを実施しました。特に本年度は３カ年に
わたる初年度として基本計画、基本設計を中心に行いまし
た。次年度以降、貨物ターミナルにおける新エネルギー導
入と、緊急時にも稼働するガントリークレーンやハイブリ
ッド型トランスファークレーンの導入、緊急時の冷凍コン
テナへの非常給電機能を有するターミナル設備を構築して
いく計画となっています。 
（平成 24 年度から平成 26 年度の３カ年事業です） 

 

電力・エネルギーインフラの実
態把握と将来に向けた 燃料
調達・事業拡大に関する調査 
（某商社） 

国内における電力インフラ・ガスインフラをはじめ各種発
電施設やその資源（石油・LNG など）の現状について基礎
情報を収集・調査し、これに関わるデータベースを構築い
たしました。また、将来の電力供給力を推計した上で、電
力需要想定に対する過不足を定量的に評価し、将来の電力
需給ギャップの要因を整理しました。合わせて、将来の資
源調達の見通しと戦略についてコンサルテーションを行い
ました。 

H24.10-H24.1
2 

水素エネルギー関連産業のポ
テンシャル調査事業 
（神奈川県） 

京浜工業地帯をはじめとする神奈川県内の水素エネルギー
関連産業を整理し、これらの企業が有する副生水素供給ポ
テンシャルを推計し、また、その有効な利活用方策を検討
するとともに、将来の水素関連ビジネス展開可能性につい
て、調査・分析を行いました。 

H24.8-H25.3 

次世代型貨物ターミナル事業
化検討 
（某社） 

横浜港をフィールドとして各種エネルギー関連ビジネスを
体系的に整理し、事業スキームを具体化しました。これら
のビジネスは後背地の産業との連携による地産地消事業を
展開する事を想定しています。特に、港湾における水素供
給事業については京浜臨海部から供給される副生水素を想
定しており、京浜工業地帯の災害時の強靭化と共に、貨物
ターミナルのＢＣＰ機能についても評価しつつ、将来構想
を策定しました。 

H25.1-H25.3 

次世代エネルギー産業会議  
事務局業務 
（次世代エネルギー産業会議） 

次世代エネルギー産業会議は次世代エネルギー利用にかか
わる産政学官の連携と多角的な交流を通じて次世代新エネ
ルギー関連事業の開発と支援、国際協力、情報の収集・提
供、政策の提言などに関する事業を総合的に推進する事を
目指しております。 
当会事務局を勤めました。 

～H25.12 
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2011 年度（平成 23 年度） 

2011 年度（平成 23 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

中国・アジアの副生水素の発

生、利用状況調査 

（某社） 

中国での自動車の普及にはめざましいものがあります。将

来のエネルギー転換の可能性を評価するために、現時点で

の中国における副生水素の発生状況・利用状況について、

調査しました。 

H24.3-H24.6 

火力発電に関わるコスト評価 

（某社） 

電力会社以外の発電事業者および電力供給事業者（PPS）

の供給電力に対して需要が拡大しています。本調査では我

が国における PPS 事業の実態を整理しつつ、発電設備にお

ける発電単価を評価し、発電事業・PPS 事業の採算性など

について評価・検討をしました。 

H24.3-H24.3 

改造ＥＶに関する調査 

（一般社団法人 

次世代自動車振興センター） 

国内外でのＥＶ改造ビジネスの実態ならびに市場性に関し

て調査・分析を行いました。関連ビジネスとしても多様な

形態が存在しキットの販売や改造業務の請負、改造車両の

販売など多岐にわたっています。改造ＥＶ車両の課題や市

場性などについて、アンケート調査も実施しました。 

H23.11-H24.3 

インドネシア島嶼部における

スマートコミュニティ構築 

（某電機メーカー、経済産業

省） 

島嶼国では電力の需給調整が困難であり、化石燃料を主体

とするディーゼルエンジンによる発電に頼っている地域が

多い。特にインドネシアの様な島嶼国では、化石燃料の高

騰や環境問題からディーゼル発電から新エネルギー（太陽

光発電）へ転換する事のメリットも大きいと考えられます。

これらのことから、島嶼部の電力消費の少ない地域を対象

として、太陽光発電と蓄電池を中心としたスマートグリッ

ド構築の技術的可能性とビジネスモデルについて検討を行

いました。 

H23.5-H24.3 

名古屋港におけるスマートコ

ミュニティ事業に関わる FS

調査 

(一般社団法人新エネルギー導

入促進協議会) 

港湾荷役関連業務では、従来のディーゼル発電から系統電

力や蓄電池のハイブリッドシステム化が進められており、

電力需要量が増大しています。このようなコンテナターミ

ナルでの荷役業務のエネルギー利用合理化について具体の

埠頭（名古屋港鍋田ふ頭）を対象としてエネルギー利用の

実態を調査・検討し、効率の良いエネルギーシステム構築

の方向性を検討しました。 

H23.10-H24.3 

地域水素供給インフラ技術・社

会実証 地域導入可能性調査 

茨城県における水素供給イン

フラの導入可能性調査 

(独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構) 

茨城県沿岸部は県の産業基盤（大手地元企業を中心とする

金属機械産業、鹿島臨海工業地帯）をはじめ観光基盤（大

洗、北茨城、鹿島ほか）が集中しており、3 月 11 日の東

日本大震災にて、県内の多くの産業や観光資源が被害を受

けました。本調査では、県内の水素供給ポイントの想定と

共に、水素供給の可能性と水素利用ビジネス展開の可能性

について調査・検討を行いました。燃料電池を利用したモ

ビリティーの導入により、県内の観光産業の活性化・関連

産業の振興などに力点を置いて検討しました。 

H23.9-H24.2 

平成 23 年中小企業支援調

査：ＥＶ・ＰＨＶや充電インフ

ラに関する実態調査 

（経済産業省） 

国内外でのＥＶ・ＰＨＶや充電インフラに関して、整備の

現状・利活用の現状を中心とした調査をしました。特に国

内では経済産業省の進めるＥＶ・ＰＨＶタウン認定の自治

体の取組みを中心に、特徴のある取組みについて現地調査

などを実施し整理・分析を行いました。また、国内外で検

討されている充電インフラの規格・標準化の動向について

も整理しました。 

H23.10-H24.3 
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2011 年度（平成 23 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

再生可能エネルギー分野にお

ける複合技術と日本企業の競

争力強化策調査 

（日本機械輸出組合） 

我が国企業の強みを生かすための戦略として、再生可能エ

ネルギー分野における技術の複合化・システム化を中心と

して国内外の取組み状況を整理しました。また、今後我が

国企業の強みを発揮し、輸出産業の振興に結び付けるべく

海外における新エネルギー利活用分野のニーズの整理・課

題検討を行いました。 

H23.9-H24.1 

二次電池の産業需要に関わる

調査 

（某社） 

産業界を中心とした現在の二次電池の利用実態、および今

後想定される二次電池の需要に関する調査を行いました。

また、災害時に活用し得る二次電池システムの需要につい

て、関係する事業者（病院、食料倉庫、調剤薬局など）な

どへヒアリング調査を行いました。 

H23.7-H23.9 

平成 23 年度緊急雇用創出事

業基金事業 ： 

燃料電池関連産業の波及調査

及び事業可能性調査 

（愛知県庁） 

水素・燃料電池の普及を想定した地域産業活性化の方策に

ついて、検討を行いました。自動車産業が盛んな愛知県に

おいて、燃料電池関連産業の経済的波及および新たな事業

の成立可能性について調査を行いました。また、県内に存

在する関連技術や潜在的なニーズについても調査を行いま

した。 

H23.7-H24.1 

水力発電事業の譲渡および新

規立地動向に関する調査 

（某商社） 

電気事業者や地方自治体が計画もしくは管理・運営してい

る水力発電事業の合理的な推進策について検討を行いまし

た。特に、古い発電プラントのリニューアルなどによる出

力増強の可能性等、水力発電事業の可能性について検討し

ました。また、地方自治体の保有する発電設備のリニュー

アルなどについて具体のビジネスモデルについて検討を行

いました。 

H23.7-H23.10 

分散型発電分野における固有

技術ならびに研究開発動向の

調査 

（某社） 

グローバル市場を展開する日本のものづくり企業の海外の

関連企業との協業の可能性・技術提携の可能性について、

調査・分析を行いました。国内優良企業の有する技術が海

外の想定企業のビジネス展開にどのように関連しうるかに

ついて、将来マーケット想定を元に整理分析を行いました。 

H23.6-H23.7 
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2010 年度（平成 22 年度） 

2010 年度（平成 22 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

「海外における EV 電池の二

次利用に関する潜在市場調査」 

（某商社） 

自動車用二次電池のリユースの可能性と当該事業に関する

マーケットを明らかにし、特にリユースが可能な用途やマ

ーケット規模など、今後事業展開するうえでの基礎的なデ

ータを整理・提供およびコンサルティングを行いました。 

H23.1-H23.3 

「米国 アンシラリーサービ

ス」に関する市場調査 

（某社） 

自動車用電池転用ビジネス（車載＆定置）の潜在的可能性・

市場規模を推測し、電池の転用ビジネスを検討する為に必

要な電力供給（発電・配電・送電）システムに関わる日米

の比較を行いました。特に、アンシラリーサービス事業の

違いを中心として当該事業展開における日米事情の比較を

行いました。 

H23.2-H23.3 

水素機器の政策動向と市場調

査 

（某社） 

米国を中心とした欧州（ドイツ）、中国、新興国（インドな

ど）の水素政策と水素供給に関わるインフラの現状を調査

しました。 

H23.2-H23.3 

「東南アジアＦＳ調査企画検

討に関わるコンサルティング

業務」 

（某メーカー） 

将来海外新興国での当該事業を実施するに際して、システ

ムの組み合わせ・スペックなどを規格化・標準化すること

による新興国に対する汎用的なビジネスモデルを構築する

ための調査提案を行いました。 

H22.12-H23.2 

某企業の公的補助事業の実態

調査 

（某社） 

某企業が保持している技術確認の一貫で、各会社の公的補

助事業の実態調査を行いました。 

H22.11-H22.1

2 

「電気式アルミ溶融保持炉の

導入による CO2 排出削減の

ライフサイクル評価」 

（一般社団法人日本エレクト

ロヒートセンター） 

アルミ溶融保持炉につき、従来の燃焼炉方式から電気式へ

熱源転換した場合の CO2 削減効果等を、LCA(life cycle 

assessment)手法を用いて評価しました。 

H22.11-H23.3 

青森県低炭素型ものづくり産

業振興に係る評価分析（某研究

所） 

太陽電池、二次電池、有機 EL、LED、電気自動車関連など

低炭素社会づくりへの技術開発、事業化による新市場・新

産業につながる項目別に、ものづくり（製造業）を中心と

した市場の現状（川上から川下企業の現状含む）、技術課題、

今後の見込について調査を行いました。併せて、主な国の

制度等も調査を行いました。 

H22.12-H23.3 

平成２２年度中小企業支援調

査（充電インフラ整備に関する

実態調査）」（経済産業省） 

ＥＶ・ＰＨＶの導入・普及モデル事業の実施地域として選

定されたＥＶ・ＰＨＶタウン（8 都市）における、充電設

備の設置に関わる課題の抽出、ＥＶ・ＰＨＶの大量導入に

向けた課題を明らかにし、将来のＥＶ・ＰＨＶの本格普及

に向けた検討を行いました。ＥＶ・ＰＨＶタウンにて実施

された充電インフラに関わるアンケート結果をもとに、導

入・普及に関わる課題などを整理しました。 

H22.10-H23.3 

「緑の分権改革」推進事業（水

素エネルギー活用によるまち

づくり実証調査） 

（大洗町） 

大洗町での水素利用量・新エネルギー利用の可能性を概算

評価するとともに、水素社会の実現に向けた段階的なシナ

リオを構築しました。特に、大洗町の特色を生かしつつ港

湾地域での集中的な事業の実施や、観光資源として活用し

得るモデル事業の構築を行いました。 

H22.8-H23.2 
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2010 年度（平成 22 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

七戸町地域エネルギービジョ

ン策定調査 

（東北緑化環境保全株式会社） 

七戸町が掲げてきた「エコカーの導入推進事業」及び「電

気自動車の普及推進事業」を含み、具体的な構想を策定し

ました。 

H22.8-H23.2 

平成 22 年度緊急雇用創出事

業基金事業 「新エネルギー関

連産業波及調査及び事業可能

性調査（緊急雇用創出事業基金

事業）」 

（愛知県庁） 

愛知県内における二次電池ないしは関連部材の生産・供給

の実態を把握し、今後の企業活動の動向、二次電池を利活

用する産業の実態について調査しました。この調査を通じ

て、愛知県における二次電池関連産業の振興、二次電池を

利活用した工業製品を製造する産業の新たな振興策を検討

しました。 

H22.7-H23.1           

平成 22 年度多角的プラン

ト・エンジニアリング（PE）

輸出促進対策事業「新興国にお

ける新エネルギー普及政策と

太陽光マーケット開拓に向け

た展望」に関する調査 

（日本機械輸出組合） 

 中国・インドなど新興国における太陽光発電の市場拡大

は今後わが国の当該産業技術発展、輸出振興に重要な要素

となると予測されます。 

これらの現状を受けて新興国での新エネルギー普及政策の

現状と共に、わが国の太陽光発電システムの輸出振興に向

けた調査を実施しました。 

H22.8-H23.3 

青森県再生可能エネルギー関

連最新動向調査 

（青森県庁） 

近年の住宅建設・販売に伴う太陽電池や蓄電池の導入形態

の変化を勘案し、関連産業の抽出および事業化・導入普及

を検討しました。 

H22.7-H23.3 
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2009 年度（平成 21 年度） 

2009 年度（平成 21 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

木材乾燥システムへの高周波

誘電加熱の導入による CO2

排出削減のライフサイクル評

価（社団法人エレクトロヒートセ

ンター） 

木材乾燥につき、従来の油炊き式蒸気発生装置を使用した

蒸気式乾燥方式から、従来方式と高周波誘電加熱方式とを

併用した複合乾燥方式へ熱源転換した場合の CO2 削減効

果を、LCA(life cycle assessment)手法を用いて評価を行

いました。 

H21.11-H22.5 

再生可能エネルギーを用いた

都市開発・電動車両導入に関す

るコンサルティング支援業務 

（某商社） 

新エネルギー全般に関する新たなビジネス戦略を構築する

ため、具体的な地域・内容を想定した、事業可能性と課題

について、調査・検討を行いました。 

H21.4-H21.8 

二次電池産業の現状と将来展

望 調査(愛知県） 

我が国の二次電池関連産業の動向を調査し、今後の市場規

模と展望ならびに、県内では新たなビジネスの創出可能性

と課題を整理するとともに、地域産業に及ぼす影響と可能

性の整理・検討を行いました。 

H22.3 

ＥＶ・ＰＨＶを活用した民生用

エネルギーシステム構築に向

けた調査（某ガス会社） 

ＥＶ・ＰＨＶの導入・普及の実現に向けて、新エネルギー

や道路・施設などにおける充電インフラ、家庭での充電な

ども含め、欧米などで進められているスマートグリッドを

調査するとともに、我が国独自の分散型エネルギーインフ

ラ、エネルギー供給システムに発展する可能性等について、

調査・検討を行いました。 

H22.2－H22.3 

平成２１年度 高速鉄道・都市

鉄道整備促進協力調査「新興

国・発展途上国における鉄道整

備プロジェクトによる環境改

善効果の数的評価の方法論に

関する調査」（国土交通省） 

海外の鉄道整備プロジェクトによる環境改善効果を定量的

に示すための算定方策を確立することを目的として、実際

に我が国のＯＤＡ案件として実施されたプロジェクトにつ

いて、CO2 排出削減量を評価しました。また、ODA プロ

ジェクトの CDM として取扱うための課題について整理し

ました。 

H22.1-H22.3 

海外再生可能・新エネルギープ

ロジェクト・機器対策調査 

「グリーンニューディール政

策と海外太陽光マーケット開

拓に向けた展望」調査 

（日本機械輸出組合） 

欧米におけるグリーンニューディール関連政策の影響と動

向を調査・評価し、我が国の機械輸出産業の取組むべき視

点・方向性について検討を行いました。また、国内の太陽

光発電の高価買取制度と、それを取り巻くビジネス環境へ

の波及、ならびに世界と国内の太陽電池マーケットの調

査・評価を行い、輸出入を増大させるための課題とビジネ

スチャンスについて、検討を行いました。 

H21.12-H22.3 

新エネルギー・蓄電池に関連し

た事業へのコンサルテーショ

ン（某社） 

新エネルギー・蓄電池に関連する、新規事業展開に向けた

事業コンサルテーションを行いました。 
H21.6-11 

太陽電池関連企業の実態把握

と活用可能性に関する調査 

（愛知県） 

我が国の太陽電池関連産業の実態を調査するとともに、愛

知県内ものづくり産業における事業可能性や関連性につい

て、整理しました。愛知県内の有識者・事業者を中心に、

全国の関係者にアンケート・ヒアリング調査を行い、地域

内での太陽電池関連産業の育成・振興策について、検討を

行いました。 

H21.10-H22.2 
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2009 年度（平成 21 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

青森県ＥＶ・ＰＨＶタウン推進

マスタープラン策定調査 

（青森県） 

経済産業省の地域認定（EV・PHV タウン）を受けた青森

県で取組むべき、EV・PHV 導入・普及策について、県内

の各エリアでの事業構想と共に策定した、自治体として取

組むべき政策課題の評価・検討を行うとともに、あらたな

地場産業の可能性について調査・検討を行いました。 

H21.10-H22.2 

特定の地域を想定した新エネ

ルギー・電気自動車の導入に関

する技術コンサルテーション 

（某社） 

特定の地域を想定したマイクログリッド実証事業の取組み

を行いました。電力系統との連携方式ならびに系統への影

響シミュレーション方式を調査しました。対象エリアにお

ける電力需給をベースとしたスマートグリッドの新たな活

用、生活環境改善への可能性と共に、電気自動車の新たな

活用の可能性等について調査を行いました。海外事例を中

心にスマートグリッドの実態につき調査し、国内での展開

方法などについて提言を行いました。 

H21.5-H21.12 

電気自動車などを活用した新

たな観光資源開発の調査研究 

（財団法人中部産業・地域活性

化センター） 

地域の観光資源に対し、観光者の利便性を向上しつつ環境

負荷を低減させる方法について検討を行いました。特に世

界遺産登録地における、交通の流れの制御や電気自動車な

どの環境負荷の低い運輸方法の積極的な導入・活用による

影響評価について、調査・検討しました。 

H21.4-H22.3 
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2008 年度（平成 20 年度） 

2008 年度（平成 20 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

マイクロ波無線ユビキタス電

源の利用分野に関する調査 

（某社） 

ユビキタス電源の導入・普及の可能性につき、新エネルギ

ーなどの供給サイドの各種エネルギーとの組み合わせや実

際の利用を想定した評価を行いました。新たな利用の可能

性についても検討を行いました。 

H20.6-H20.7 

マイクロ波無線ユビキタス電

源の駐車場への適用可能性に

関する調査 

（某社） 

ＰＨＥＶ（プラグインハイブリッド車）、ＢＥＶ（電気自

動車）の国内での導入の可能性につき検討を行いました。

また駐車場でのユビキタス電源利用可能性について調査

し、将来の市場性を評価しました。 

H20.8-H20.10 

原子力エネルギーによる自動

車用燃料製造の可能性検討調

査 

（某社） 

原子力発電による自動車燃料電池の他に、原子力発電の多

目的利用の一部として自動車燃料の製造につき、その技術

を体系的に整理すると共に、社会的影響について調査を行

いました。 

H20.7-H20.11 

高齢化社会に対応したまちづ

くりの予備的検討 

（某社） 

高齢化社会に対応したまちづくりの有り方につき具体的に

予備的検討を行いました。また、「日本初の高齢化社会に

対応したまちづくり」を実施するべく、事業実現（民間資

金によるベンチャーファンドなどを想定）のために必要な

基礎的要件を抽出すると共に、構想を具体化するために必

要な定量化などを実施しました。 

H20.7-H20.12 

道の駅に利用可能なエネルギ

ーシステムに関する情報収集

業務 

（学校法人 名城大学） 

全国の道の駅において利用可能なエネルギーシステム（カ

ーシェアリング・太陽光発電 他）に関する情報の収集と

検討を行いました。また道の駅を拠点とした電気自動車の

カーシェアリングシステムの事業イメージを具体化すると

共に、CO2 排出削減量を評価しました。 

H20.7 

電気自動車・プラグインハイブ

リッド車に関する市場調査，情

報提供等 

（某社） 

電気自動車・プラグインハイブリッド車に関する市場調査

を実施し、市場への導入や社会実証にあたっての構想や情

報提供を行いました。また、IT を活用した事業構想を策定

しました。 

H20.8-9 

再生可能エネルギーを用いた 

都市開発・電動車両導入に関す

るコンサルティング支援業務 

（某社） 

プラグインハイブリッド自動車と新エネルギーの導入に関

するビジネスモデルの構築を行いました。シンガポールで

の太陽エネルギー活用型マンション事業に係るコンサルテ

ーションや新たな社会システムの提案などを行い、これら

の具体案件を想定した検討や評価を進めました。 

H20.9-H21.8 

プラグインハイブリッド自動

車とマイクログリッドの組合

せ効果に関する委託研究 

（某ガス会社） 

地球環境問題を背景に、プラグインハイブリッド自動車や

電気自動車、燃料電池自動車等は電力系統と連系して充放

電を行うことで様々な活用が考えられることから、マイク

ログリッド（コージェネ、燃料電池）とｐＨＶ等との連携

による価値創出、効果の算定、課題の洗い出しに関する研

究を行いました。 

H20.11-H 

21.3 

バッテリー交換式充電システ

ムに関する研究 

（某社） 

今後、導入が想定される電気自動車における電力供給シス

テムの１つとして、バッテリー交換式が検討されつつあり

ます。我が国でも古くから実証・実験が行われ、海外では

導入事例も存在していることなどより、我が国での事業可

能性について検討を行いました。 

H20.8-H20.10 

電気自動車等の充電インフラ

に関する事例調査・政策動向調

査（国立大学法人 東京工業大

学） 

東京工業大学が実施する新エネルギー社会実証事業に先立

ち、海外の主要実証事業における充電インフラ設備につい

て調査を行い、海外の電気自動車への充電インフラ整備に

関わる政策動向と共に、事例の取りまとめを行いました。 

H20.12-H21.1 

電気自動車等の充電インフラ

に関する技術課題調査 

（国立大学法人 東京工業大

学） 

東京工業大学が実施する新エネルギー社会実証事業に先立

ち、充電インフラの整備に関連した技術要素を明らかにし、

充電インフラに関わる技術課題を整理しました。特に海外

における自動車インフラの現状と方向性・将来展望ととも

H21.1-H21.2 
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2008 年度（平成 20 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

に技術課題を明確にしました。 

平成２０年度 高速鉄道・都市

鉄道整備促進協力調査「新興

国・開発途上国における鉄道整

備プロジェクトによる環境改

善効果の算定方策の確立」 

（国土交通省） 

鉄道分野においても、CO2 排出削減に貢献する必要がある

ことから、鉄道整備プロジェクトによる環境改善効果を分

かりやすく数的に示すための算定方策の確立を策定するこ

とを目的に、評価・分析上の課題を明らかにすると共に、

交通工学分野の見地を踏まえた課題整理・検討を行いまし

た。 

H21.1- H21.3 

数理情報学専攻修了者の大学

教育へのフィードバックに関

する調査 

（国立大学法人 東京大学） 

東京大学工学部数理情報学専攻修了者および計数工学科数

理情報工学コース卒業者が、在学中に受けた 教育を実社会

に出た立場から眺めたときの感想・評価を調査しました。

今後の教育プラン作りに役立てることを目的に実業界から

の視点で本専攻の大学（院）教育においてカバーするべき

点、教育上重要と考えられる視点を再評価しました。 

H20.12-H21.2. 
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2007 年度（平成 19 年度） 

2007 年度（平成 19 年度） 

プロジェクト名(顧客名) プロジェクトの概要 実施時期 

炭酸ガス排出削減に向けた戦

略的ガイドブックの作成 

（財団法人中部産業活性化セ

ンター） 

中部地域における中小企業を中心とした製造業者が二酸化

炭素排出削減に取り組むための具体的な方策と削減量を簡

易に評価するマニュアルを作成しました。 

H19.4-H20.3 

エネルギー等のインフラ資産

の効率的運用に関する調査 

（某社） 

国内の地方公共団体が行っているエネルギーインフラなど

についての効率的な運用可能性や資産評価について金融工

学的な手法で検討を行いました。 

H19.6-H19.11 

LCNG車及びLCNG充填所に

関するコンサルティング及び

勉強会の開催（その 2） 

（某社） 

LCNG ステーションの設置に関する勉強会を開催し、具体

的な地域における設置可能性を検討しました。 
H19.4-H19.9 

第 4 回国際エネルギーフォー

ラム事務局支援業務 

（青森県） 

運輸部門等の国際エネルギーフォーラム全体の企画、パネ

ル討論の企画、海外講師の招聘手配等を行いました。 
H19.9-H19.11 

PHEV 導入に基づくエネルギ

ーモデルの検討 

（青森県、某シンクタンク） 

プラグインハイブリッド自動車の導入による効果を評価

し、事業化可能性、経済性、環境改善性等の観点から検討

し、青森県の運輸部門の省エネルギーモデルの構築を行い

ました。 

H19.9-H20.1 

途上国における都市鉄道整備

事業における環境評価 

（国際協力銀行） 

国際協力銀行が実施している途上国における都市鉄道整備

の副次的効果として、二酸化炭素排出削減量を評価する簡

易な方法を検討し、プロジェクト毎の環境特性を評価検討

しました。 

H19.9-H19.11 

排ガスの浄化技術とライフサ

イクル評価による検討 

（その 2） 

（学校法人立命館） 

立命館大学において開発が進められている排ガスの浄化シ

ステムにつき、ライフサイクル計算を実施し、他の競合技

術・従来技術との比較検討を行い、その優位性と市場調査

を明らかにしました。 

H19.11-H20.1 

天然ガス自動車の導入及び充

填所の事業化検討調査 

（某社、青森県） 

天然ガス自動車の導入・普及の可能性と天然ガス充填所の

建設可能性につき、技術面・環境面並びに経済的な観点か

ら検討しました。 

H19.12-H20.3 

公営エネルギー事業の資産に

関する調査 

（某社） 

公営事業の保有資産に関する調査を行いました。 H19.12.-H20.2 
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2006 年度（平成 18 年度） 

2006 年度（平成 18 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

系統連系技術に関する調査 

（某社） 

分散型発電システムの系統連系技術に関する技術的動向調

査を行いました。 
H18 年度 

新エネルギー産業に向けた人

材育成事業 

（厚生労働省事業、某社） 

メガソーラー、水素エネルギーに関する人材育成を目的と

した講義を各 9 回（計 18 回）実施しました。 
H18.8-H19.2 

廃材からのバイオマス高度利

用・事業化コンソーシアム支援

業務（某社） 

廃木材の再資源化における現在の技術の評価と具体化を検

討し、さらに、具体の地域での実施を前提に、事業化 FS

評価を実施しました。 

H18.8-H19.1 

ユビキタス電源に関する需要

調査（某社） 

建物内の任意の場所で電源を確保可能なユビキタス電源に

関する技術的検討、市場性等につき検討しました。 
H18.8-9 

海外におけるエタノール事業

の可能性調査 

（某社） 

海外でのバイオエタノール事業の状況につき、政府機関、

エタノール事業者、運送業者等を見学し、ヒアリング調査

を実施、コンサルテーションを行いました。 

H18.8-12 

木質エタノールの製造技術に

関する調査(岐阜県） 

木質エタノールの最新の製造技術の状況を整理し、事業化

の可能性について検討しました。 
H18.8-9 

エネルギー関連の勉強会講師 

（某社） 

某メーカーにおけるエネルギー関連技術勉強会の企画、資

料作成、講師の手配のほか、当社からも講師を派遣しまし

た。 

H18.9-12 

将来のエネルギー関連事業の

構想検討 

（某メーカー） 

我が国の将来のエネルギー需給の展望に基づき将来シナリ

オを作成し、それに伴うエネルギー事業の展望について検

討しました。 

H18.8-H19.1 

排ガスの環境特性改善効果に

関する LCA 評価と検討 

（学校法人立命館） 

立命館大学において開発が進められている排ガスの浄化シ

ステムにつき、ライフサイクル計算を実施し、他の競合技

術・従来技術との比較検討を行い、その優位性と市場調査

を行いました。 

H18.9-H18.11 

次世代の分散型エネルギービ

ジネスに関する調査 

（某メーカー） 

分散型システムを中心としたエネルギー関連の技術評価、

海外動向調査を行い、事業性につき検討を行いました。 
H18.10 

第 3 回国際エネルギーフォー

ラム事務局支援業務 

（青森県） 

国際エネルギーフォーラム全体企画のほか、パネル討論の

企画、海外講師の招聘手配等を行いました。 
H18.11 

プラグインハイブリッド車普

及に係る FS 調査 

（青森県、某シンクタンク） 

プラグインハイブリッド車（PHEV 車）の技術動向と特定

の地域に導入した場合の経済・環境・エネルギー需給構造

変革・セキュリティにおける効果につき定量的に評価しま

した。 

H18.11-H19.2 

LCNG車及びLCNG充填所の

事業性に関するコンサルティ

ング及び勉強会の開催 

（その１）（某社） 

LCNG ステーションの設置に関する勉強会を開催し、具体

的な地域における設置可能性を検討しました。 
H18.10-H19.3 

バイオマス資源多目的利用調

査に係る支援業務（青森県、某

シンクタンク） 

青森県における木質系バイオマス資源をベースとして、エ

タノール生産の可能性、利用可能性とその経済効果につい

て検討しました。 

H18.10-H19.2 

人材育成研修の動向に関する

調査（財団法人日本産業技術振

興協会） 

独立行政法人化された元国立研究所における人材育成方策

の検討及び MOT 教育の国内・国外における現状につき調

査を実施し提言を行いました。 

H18.11-H19.3 

ハイブリッド自動車の開発動

向及びその電源システムを中

心とした要素技術動向につい

ての調査（某社） 

プラグインハイブリッド車（PHEV 車）の開発動向及び経

済・環境性の評価、要素技術について検討しました。 
H18.2-H18.3 

マイクログリッド研究に関す

る海外専門家からの情報収集

支援業務（某社） 

マイクログリッド研究に関する国際フォーラムに参加し、

国内外の技術動向をとりまとめ、報告しました。 
H19.3-H19.4 
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2005 年度（平成 17 年度） 

2005 年度（平成 17 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

JHIF 第 2 回準備セミナー開

催(自主事業) 

海外における水素エネルギーの第一人者を招き、シンポジ

ウムを開催しました。 
H17.5 

発電に関する新技術評価 

(某商社) 

海外にて開発中の発電に関する新技術について、その技術

解明方法のアドバイス、および技術評価を行いました。 
H17.6-H17.7 

キャパシタの環境性能定量化

調査－フェーズ 2－ 

(某メーカー) 

キャパシタを活用することによる環境改善効果を定量的に

評価しています。 
H17.6-H17.10 

排ガス浄化技術に関する市場

性調査 

(学校法人 立命館) 

ディーゼル規制、排ガス浄化技術等に関する動向を整理し、

対象技術の市場性を調査・検討しました。 
H17.7-H17.8 

日本水素エネルギー産業会議 

事務局運用業務(JHIF)  

H21 年 9 月以降、次世代エネ

ルギー産業会議（NEIF）に改

称しました 

JHIF（現：NEIF）の設立、メンバー募集、事務局運営等を

行いました。 
H17.8  

環境改善効果のある鉄道プロ

ジェクトの開発途上国への普

及方策の検討事業 

（海外鉄道技術協力協会、商社

6 社） 

鉄道プロジェクトの環境改善効果について、発現ロジック、

定量化手法、モニタリング手法等につき検討を行いました。 
H17.9-H18.1 

第 2 回国際フォーラム事務局

支援業務 

（青森県） 

国際エネルギーフォーラム全体企画の他、パネル討論の企

画、海外講師の招聘手配等を行いました。 
H17.8-11 

メガソーラーの実用化検討調

査 

（某社） 

地域活性化に貢献するメガソーラー事業（大規模太陽光発

電）のビジネスモデルを立案しました。 
H17.10-H18.1 

水素ガスの利用可能性に関す

る調査 

（某社） 

水素生産技術、最新動向、今後の利用可能性について多面

的に調査しました。 
H17.12-H18.1 

エネルギー等のインフラ資産

の効率的運用に関する調査 

（某社） 

国内の地方公共団体が行っているエネルギーインフラなど

についての効率的な運用可能性や試算評価について金融工

学的な手法で検討を行いました。 

H18.3-H18.8 
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2004 年度（平成 16 年度） 

2004 年度（平成 16 年度） 

プロジェクト名（顧客名） プロジェクトの概要 実施時期 

自治体エネルギーサミット事

務局支援業務 

(NPO 法人クロス、青森県) 

青森県八戸市にて開催された第 1 回自治体エネルギーサミ

ットの企画並びに海外講師の招聘、アレンジ等事務局支援

を行いました。  

H16.11-H17.3 

水素ステーションの整備に関

する調査 

(某財団) 

水素シナリオ作成のためのサポート業務として、水素ステ

ーションの各種燃料・各種方式による水素コストを試算し

ました。 

H16.11-H16.1

2 

再生可能エネルギーによる水

素を利用した自立接続可能エ

ネルギー構想」事業化可能性調

査(青森県、某商社) 

風力発電など再生可能エネルギーを利用した水素を利用し

たマイクログリッドのシステム構成検討、運用シミュレー

ション、経済性の検討を行いました。 

H16.11-H17.3 

三重県水素事業に関する基礎

調査 

(三重県、某社) 

液体水素マーケット、水素精製技術、水素の液化技術、規

制緩和の動向等について整理しました。 
H16.12-H17.3 

キャパシタの環境性能定量化

調査－フェーズ 1－ 

(某メーカー) 

キャパシタと蓄電池を比較し、ライフサイクルでみた環境

負荷を定量化し、キャパシタの優位性を評価しました。 
H16.12-H17.1 

JHIF 第 1 回準備セミナー開

催(自主事業)  

国内における水素産業界のオピニオンリーダーを招き、シ

ンポジウムを開催しました。 
H16.1 
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